
現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

616 616

令和4年度利用
者数（目標）
延べ181人

令和4年度利用
者数（実績）
延べ174人

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

身近な交流の場として定着していくことが、育児不安の軽減や子育て環境の充実につながると考えられることから、継続して実施するが、西の里地区に
児童活動センターを開設したことから、開催場所の変更を検討する。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

協働事業出張型ひろ
ば事業

施設利用が難しい地域において、親子や
小学生が集い、遊べる場所の提供や不
安・悩みを相談できる「ひろば」を協働
事業により実施する。

出張型ひろば開催
3か所　27回

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-1 子育て支援・子育て環境の充実



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

264 264

令和4年度実施
予定回数（3園
合計）31回
参加見込み人数
（3園合計）延
べ301人

令和4年度実施
回数（3園合
計）　24回
参加人数（3園
合計）延べ91人

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-1 子育て支援・子育て環境の充実
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

世代間交流事業は、園児の思いやりの心を養い、高齢者に楽しみの機会を提供しており、地域における園への理解の深まりにつながっているほか、地域
児童交流事業は、保育所の専門機能を活用し、地域の親子と交流することで、育児不安の解消や子育て支援に結びついていることから、現状継続とす
る。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

保育園地域活動事業

地域に開かれた社会資源として、保育所
の専門的機能を子育て支援に展開すると
ともに、地域との交流活動を行うこと
で、福祉の向上を図る。（すくすく広
場、世代間交流、異年齢交流事業）

実施回数（3園合計）24回
参加人数（3園合計）延べ91人

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

2,004 681 681 642

令和4年度登録
会員数（目標）
協力会員65人
利用会員215人

子ども・子育
て支援交付金

子ども・子育
て支援交付金

令和4年度登録
会員数（実績）
協力会員56人
利用会員200人
両方会員1人

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

共働き世帯が増加する中、特に病児・病後児の預かりについてのニーズは高く、欠かせない子育て支援策の１つであり、継続して実施する。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

病児緊急預かり事業

共働き世帯やひとり親世帯の子育て・就
労支援として、援助を受けたい人と援助
を行いたい人が会員として登録した相互
援助組織により、子どもが病気等の場合
や緊急時に、会員が子どもの預かりを行
う。また、病児・病後児預かりの1日あた
りの利用料に上限額を設定するほか、ひ
とり親家庭等に対し、利用料の一部を支
援する。

登録者数 257人（協力会員56
人、利用会員200人、両方会員1
人）
病児・病後児預かり等活動件数
21件
ひとり親家庭等利用料助成　2件
病児・病後児預かり利用料助成
4件

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-1 子育て支援・子育て環境の充実



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

5,755 1,008 1,008 1,182 2,557

すみれ保育園で
実施（目標）
平日利用人数
延べ900人
休日利用人数
延べ 41人

子ども・子育
て支援交付金

子ども・子育
て支援交付金

一時保育使用
料他

すみれ保育園で
実施（4～3月実
績）
平日利用人数
延べ465人
休日利用人数
延べ 62人

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-1 子育て支援・子育て環境の充実
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

通常の保育を利用しない家庭に対する支援として有効であるため、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

保育園一時預かり事
業

保護者の就労形態の多様化や疾病等によ
る緊急的保育、育児疲れ等に対応するた
め、一時預かり事業を実施する。なお、
休日の預かりは、保護者の就労による場
合のみ実施する。

すみれ保育園で実施（4～3月実
績）
平日利用人数　延べ465人
休日利用人数　延べ62人

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

1,380,789 620,829 343,785 31,849 384,326

対象教育・保育
施設43施設
(市内16施設、
市外27施設)
対象児童数
1,267人

施設型給付費
等負担金

施設型給付費
等負担金他

施設型給付費
等利用者負担
金（私立保育
所）他 対象教育・保育

施設45施設
(市内16施設、
市外29施設)
対象児童数
1,579人

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

保育需要が拡大する中で欠かせない事業であり、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

教育・保育施設給付
事業

特定教育・保育施設に対し、国基準の公
定価格に基づき運営費を給付する。
また、保護者が勤務地などの理由により
他市町村での保育施設を利用する必要が
ある場合、保育施設所在市町村又は当該
私立保育施設と協定を締結し、他市町村
の保育施設に保育の実施を委託する。

対象教育・保育施設45施設
(市内16施設、市外29施設)
対象児童数　1,579人

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

78,817 10,086 9,634 59,097

私立認可保育所
6施設
私立小規模保育
事業所　1施設
私立認定こども
園　3施設

子ども・子育
て支援交付金
他

子ども・子育
て支援交付金

私立認可保育所
6施設
私立小規模保育
事業所　1施設
私立認定こども
園　3施設

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

保育の提供体制及び質の確保のため、私立保育所等の安定経営は不可欠であり、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

私立認可保育所等運
営費支援事業

市内私立認可保育所等に対し、子ども・
子育て支援交付金（国庫・道費）、子ど
も・子育て支援体制整備総合推進事業費
補助金（国庫）を活用した補助に加え、
市の単独補助（保育士加配等人件費ほ
か）を実施する。

私立認可保育所　6施設
私立小規模保育事業所　1施設
私立認定こども園　3施設

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

466 155 155 156

補助件数（4～8
月分見込み）
教育・保育施設
等　11人
特定子ども・子
育て支援施設等
20人

子ども・子育
て支援交付金

子ども・子育
て支援交付金

補助件数（4～3
月分実績）
教育・保育施設
等　7人
特定子ども・子
育て支援施設等
22人

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

生活保護世帯への支援に加え、特定子ども・子育て支援施設等を利用する一定の世帯の副食費について、保育園・幼稚園と同等の軽減を図るものであ
り、継続実施とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

実費徴収補足給付事
業

特定教育・保育施設等を利用する生活保
護世帯に教材費等について施設が実費徴
収する費用の一部を補助する。また、特
定子ども・子育て支援施設等を利用する
年収360万円未満相当世帯等の副食費につ
いて、施設が実費徴収する費用の一部を
補助する。

補助件数（4～3月分実績）
教育・保育施設等　7人
特定子ども・子育て支援施設等
22人

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

25,303 8,851 8,851 7,601

私立幼稚園　5
施設
私立認定こども
園　3施設

子ども・子育
て支援交付金
他

子ども・子育
て支援交付金

私立幼稚園　5
施設
私立認定こども
園　3施設

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

保育需要が拡大する中で欠かせない事業であり、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

幼稚園一時預かり事
業

私立幼稚園等が実施する一時預かり事業
に対し、国基準に基づき運営費を補助す
る。

私立幼稚園　5施設
私立認定こども園　3施設

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

17,030 17,030

令和4年度給付
数（見込み）
保育士手当
143人
新規就労祝金
27人
継続祝金
17人

給付数（実績）
保育士手当
138人
新規就労祝金
13人
継続祝金
19人

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

保育需要を満たすための確保策の一つであり、0～2歳児の待機児童は解消していないため現状継続とする。

二次評価についての
コメント

今後、JR北広島駅西口周辺において、民間事業者が新たに整備予定である認可保育所0～2歳児の保育の受け皿が確保される予定であることや、継続的な
就労促進という点においては、令和3年度に実施した「きたひろ手当に関するアンケート調査」の結果を踏まえると、手当以外の保育士に対する支援の
ニーズが高かったことから、処遇改善及び継続的な就労の促進に繋げるため、事業のあり方について検討すること。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

保育士就労促進事業
0～2歳の保育の受入れ確保策として、市
内の私立認可保育所等に就労する保育士
に「きたひろ手当」を支給する。

給付数（実績）
保育士手当　　138人
新規就労祝金　 13人
継続祝金　　　 19人

現状継続 要検討

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

454 454

補助対象児童数
（見込み）
対象児童120人

補助対象児童数
（実績）
対象児童68人

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

2歳児の子育て支援事業への支援は、生涯にわたる人格形成の基礎を培う幼児教育への動機付けとなる事業であり、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

幼稚園就園準備支援
事業

幼稚園・認定こども園が実施する2歳児
（4月1日時点)を対象に実施する子育て支
援事業に参加する場合に、保護者負担金
の一部を補助する。

補助対象児童数（実績）
対象児童68人

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

162 162

構成施設
私立幼稚園　6
施設
私立認定こども
園　3施設

構成施設
私立幼稚園　6
施設
私立認定こども
園　3施設

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

市内の私立幼稚園6施設、認定こども園3施設が加入している協会の活動への支援は、本市の幼児教育の振興及び質の向上につながることから、現状継続
とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

幼稚園協会連携事業

幼児教育の質の向上と振興を図るため、
市内の私立幼稚園・認定こども園で構成
する幼稚園協会に対し、補助金を交付す
る。

構成施設
私立幼稚園　6施設
私立認定こども園　3施設

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

6,932 6,932

私立幼稚園　6
施設
私立認定こども
園　3施設

私立幼稚園　6
施設
私立認定こども
園　3施設

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-2 幼児教育・保育、学童クラブの「量」の確保と「質」の向上
事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

本市の幼児教育の振興を図るため、また、障がい児教育事業については、地域における子どもの健やかに育つ権利を保障するため必要であり、現状継続
とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

幼稚園振興事業

幼児教育の質の向上と振興を図るため、
市内の私立幼稚園、認定こども園に教職
員研修、教材教具の整備、障がい児教育
に係る経費を助成する。

私立幼稚園　6施設
私立認定こども園　3施設

現状継続 現状継続

担
当
課



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

3,136 3,136

令和4年度相談
件数　（目標）
78件

令和4年度相談
件数　（実績）
43件

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

市子どもの権利条例における理念の実現に向け、今後も普及・啓発に努めていく。また、救済委員会は相談に対する助言や支援の役割を担うほか、市長
に対し、必要な措置を求めることができる唯一の機関であり継続して実施する。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

子どもの権利擁護事
業

侵害された子どもの権利の回復のために
相談・支援を行う救済委員会の運営を行
う。また、子どもの権利に関する施策を
総合的に推進するため、第3期子どもの権
利に関する推進計画に基づき、計画の実
施状況を審議する子どもの権利推進委員
会の運営及び子どもの権利に関する広報
啓発等を実施する。

・子どもの権利相談　延べ43件
・子どもの権利救済委員会　9回
・子どもの権利推進委員会　2回
・子どもの権利ニュースの発行
1回
・子ども会議（1月12日）
・子どもの権利10周年記念事業

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-3 子どもの権利擁護の推進



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

5,967 5,967

令和4年度申請
件数　（目標）
70件

令和4年度申請
件数　（実績）
128件

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

子どもの将来を見据えた学習塾・習い事に係る費用の支援であり、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

子ども未来応援事業

学力や学習意欲、個性や才能を伸ばす機
会を提供するため、生活が困難な世帯等
を対象に、中学生の学習塾・習い事に要
する費用の一部を助成する。

塾・習い事費用助成
交付件数　128件

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和 5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-4 子どもの貧困対策の推進



現状継続

要検討

見直し

休止
終了

国支出金 道支出金 地方債 その他 一般財源

20,640 12,857 218 7,565

令和4年度利用
人数　（目標）
日常生活支援2
人
教育訓練2人
高等職業訓練5
人

母子家庭等対
策総合支援事
業補助金

母子家庭等生
活支援事業補
助金

令和4年度利用
人数　（実績）
日常生活支援2
人
教育訓練3人
高等職業訓練13
人

担
当
課

事業を休止や終了とするもの

一次評価を踏まえた
今後の方向性
（評価の視点）

ひとり親家庭等に対する生活援助及び自立につながる資格取得支援であり、現状継続とする。

二次評価についての
コメント

現状継続とする。

実績等 評価基準
一次
評価

二次
評価

子
ど
も
家
庭
課

ひとり親家庭支援事
業

日常生活を営むのに支障があるひとり親
家庭に対し、家庭生活支援員派遣による
生活援助や子育て支援を行う。
ひとり親家庭の経済的自立に効果的な資
格取得の支援を行う（教育訓練講座受講
料の一部支給、看護師・保育士等の養成
機関で修業する場合に高等職業訓練促進
給付金を支給）。また、高校卒業程度認
定試験合格のための講座を受講するひと
り親家庭の親及び児童に給付金を支給す
る。

日常生活支援事業（ヘルパー派
遣）
2事業所と単価契約　派遣実績
延べ71回
自立支援教育訓練給付金支給　3
人
高等職業訓練促進給付金支給
13人
高等学校卒業程度認定試験合格
支援給付金事業　0人

現状継続 現状継続

事業名 事業内容 事業費
財源内訳（単位：千円）

令 和5 年 度  事 務 事 業 評 価 調 書

総合
計画
体系

章 1 ともに歩み笑顔が輝くまち
評価区分

事業を現状のまま継続して実施するもの

節 1-1 子育て支援の充実
事業効果をさらに高めるために事業内容等を検討するもの

事業の廃止や縮小を見据えて事業内容等を見直すもの

施策 1-1-5 ひとり親家庭への支援


